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１ センタ－の概要

所 在 地 前橋市大渡町一丁目１０番地の７

群馬県公社総合ビル７Ｆ

昭和６１年６月 財団法人群馬県建設技術センター発足

平成２４年４月 公益財団法人群馬県建設技術センター移行

○ 組 織 図 （２７年３月末日現在）

役 員 等 事 務 局

総務係 （ ３人）

企画研修係 ( ４人）

理 事

工務第一係 ( ５人)

評議員

理事長 常 事 事 工務第二係 ( ５人)

務 務 務

理 局 局

監 事 事 長 次 技術支援係 ( ４人)

長

（ 役 員 ） (1 )人

理 事 長 １人 建 試験係 （ ６人）

常務理事 １人 築

理 事 ９人 係

監 事 ２人 長

計 １３人 建築係 （ ９人）

人 （事務局次長を除く）(1 )

（評議員） ９人

計 ３８人
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○ 組織体制 （人員）

（２７年３月末日現在）

理 常 事 事 次 補 係 主 副 主 技 専 任 嘱

事 務 務 務 主 門 期専

長 理 局 局 長 佐 長 幹 幹 任 師 員 付門 託 計

事 長 次 職員(係長) (係長)

長 員を

除(建築

く係長)

(1) (1) (2)

１ １ １ １ ４

(1) (1)総 務

１ ２ ３

(1) (1)企 画

１ １ １ １ ４研 修

工 務

１ １ １ １ １ ５第 一

工 務

１ ２ １ １ ５第 二

(1) (1)技 術

１ １ １ １ ４支 援

試 験

１ １ ２ ２ ６

(1) (1)建 築

１ １ ３ ２ ２ ９

(1) (1) (1) (1) (1) (1) (6)

計 １ １ １ １ ３ ２ １ ５ ２ ６ ２ ４ ７ ４ ４０

注１ 役員は常勤役員

注２（ ）内は県派遣職員
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２ 平成２６年度事業報告

（１） 総 括

平成２６年度は、消費税率引上げに伴う駆け込み需要の反動などの影響もあり

ましたが、穏やかな景気の回復がみられました。公共投資の増加や社会インフラ、

公共施設の維持・管理・修繕について関心が高まっていることに伴い、県・市町

村からの当センター技術支援件数も増加している状況にあります。

平成２４年４月に公益財団法人として、新たなスタートを切ってから、３年目

となる平成２６年度は、公益目的事業として従来の業務に加え、市町村への技術

支援業務の充実、建築業務の拡大強化、産学官連携会議に基づく支援事業などの

新たな取り組みを進めるなど、社会資本整備の支援を行ってまいりました。

この１年、効率的な業務運営に努め、基本目標の「建設行政の補完及び安全で

快適な地域づくり」のために、積極的に事業を推進しました。主な事業は次のと

おりです。

① 研修事業は、県、市町村職員及び建設業協会、測量設計業協会等を対象とした建

設技術者研修を２０件開催しました。また、市町村職員を対象とした研修を１件開

催しました。

② ＣＡＬＳ関連業務として、設計積算システム等の貸出や基準通知システム運用管

理業務を受託しました。

③ 県が発注する公共事業の執行に即応した積算業務及び施工管理業務を受託しまし

た。

④ 市町村が発注する公共事業の執行に即応した積算業務、施工管理業務及び完成検

査業務を受託しました。

⑤ コンクリートの圧縮強度試験、金属材料の引張り試験、アスファルトの合材抽出

試験並びに骨材の修正ＣＢＲ試験などを行い、建設資材の適正な品質の確保に努め

ました。

⑥ 住宅瑕疵担保履行法の責任保険の受付及び現場検査を行う住宅保証機構等受託業

務、指定確認検査機関としての建築確認検査業務、住宅金融支援機構の融資住宅に

係る適合証明業務、登録住宅性能評価機関としての長期優良住宅技術的審査業務等

を行いました。

⑦ 市町村等を対象にした建設相談事業では、本年度においても設計、積算、施工等

について土木及び建築関係の相談に応えました。

⑧ 地質調査システムでは、公開する地質データの充実の為、新たに６３本のデータ

と、旧富士見村、東吾妻町の地図を追加するとともに、インターネット公開に伴う

運用・保守管理を行いました。

⑨ 土木遺産に関する資料収集及び保存事業では、公共事業の必要性と土木遺産ＰＲ
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を兼ねて「土木遺産と名所巡りツアー」を実施し、ＰＲ活動に努めました。

⑩ 建設ふれあい情報館では、利用者のため情報収集及び図書の貸出等に努めました。

⑪ 検査機器貸出事業では、より良い製品の品質の確保に資するため、「簡易地盤支

持力測定器」２機種と「鉄筋探査機」を用意し、ＨＰへの掲載及び通知等により市

町村などへの貸出に努めました。

⑫ 特別企画研修として、市町村等における土木施設の長寿命化計画推進のために、

県内自治体職員及び建設関係者を対象とした「道路ストック点検技術講習会」、

「道路橋の保全に関する地区講習会」などの講習会を主催・共催しました。また、

土木系６校の高校生を対象に育成支援の一環として、技術資格（二級土木施工管理

技士）取得支援の講習会を主催しました。

⑬ 特別企画事業として、公共土木施設を点検し、行政の効率的な維持管理を支援す

るため、県土整備部ＯＢボランティアによる「愛着施設見回り事業」の点検を実施

しました。

⑭ 道路施設点検業務として、支援依頼のあった１６市町村において道路橋･道路ト

ンネル･横断歩道橋の定期点検のほか、舗装･のり面工･道路標識･道路照明の損傷状

態を把握する点検の発注監理を受託しました。
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（２） 理 事 会 の 開 催

平成２６年度において、理事会を次のとおり開催し、各議案について審議され、議決、

承認されました。

理 事 会 開催場所及び出席理事数 議 事 の 内 容

（開催年月日）

・平成２５年度事業報告及び収支決算について第11回 公社総合ビル５Ｆ第３会議室

センターの概要（平成26年５月23日）

平成２５年度事業報告出席理事 ５名

収支決算報告書欠席理事 ２名

・評議員会の開催について出席監事 ２名

・公益財団法人群馬県建設技術センター定款第29条第3項に基づく理事長第12回（みなし理事会） 同意する理事 １１名

の選定（平成26年６月14日） 同意しない理事 なし

・公益財団法人群馬県建設技術センター定款第29条第3項に基づく常務理

事の選定

・評議員会の開催について第13回（みなし理事会） 同意する理事 １１名

（平成27年１月23日） 同意しない理事 なし

・規程の改正について第14回 公社総合ビル２Ｆ第１会議室

・平成２６年度収支予算の補正について（平成27年３月16日）

・平成２７年度事業計画について出席理事 ８名

・平成２７年度収支予算について欠席理事 ３名

出席監事 ２名
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（３） 評 議 員 会 の 開 催

平成２６年度において、評議員会を次のとおり開催し、各議案について審議され、議決、

承認されました。

評 議 員 会 開催場所、出席評議員数及び 議 事 の 内 容

（開催年月日） 出席理事数

・理事の選任について第８回(みなし評議員会) 同意する評議員 ９名

・監事の選任について(平成26年４月１日） 同意しない評議員 なし

・評議員の選任について

・平成２５年度事業報告及び決算について第９回 公社総合ビル２Ｆ第１会議室

センターの概要(平成26年６月13日）

平成２５年度事業報告出席評議員 ８名

収支決算報告書欠席評議員 １名

・役員の選任について出席理事 １名

・評議員の選任について

・規程の改正について公社総合ビル２Ｆ第１会議室

・平成２６年度収支予算の補正について第10回

・平成２７年度事業計画について(平成27年３月16日） 出席評議員 ９名

・平成２７年度収支予算について欠席評議員 １名

出席理事 ２名



- 7 -

（４）役員に関する事項

平成２６年度において、役員の選任が次のとおり行われました。

就 任 役 員 辞 任 役 員

役 名 氏 名 就任年月日 役 名 氏 名 辞任年月日

理 事 古 橋 勉 26. 4. 1 理 事 星 野 已喜雄 26. 5. 9

常務理事 和南城 登 26. 6.14 理 事 鵜 飼 惠 三 26. 6.13

理 事 阿久津 貞 司 26. 6.14 理 事 尾 﨑 益 雄 26. 6.13

理 事 田 中 恒 夫 26. 6.14 理 事 渡 辺 良 彦 26. 6.13

理 事 若 井 明 彦 26. 6.14 理 事 古 橋 勉 27. 3.31

理 事 青 柳 剛 26. 6.14 監 事 小 林 昌 嗣 27. 3.31

理 事 田 中 惠 輔 26. 6.14

理 事 戸 所 隆 26. 6.14

監 事 小 林 昌 嗣 26. 4. 1
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（５）評議員に関する事項

平成２６年度において、評議員の選任が次のとおり行われました。

就 任 評 議 員 辞 任 評 議 員

役 名 氏 名 就任年月日 役 名 氏 名 辞任年月日

評議員 中 山 勝 26. 4. 1 評議員 城 田 幸 子 27. 5. 9

評議員 小此木 哲 雄 26. 4. 1 評議員 恩 田 久 27. 3.26

評議員 依 田 哲 太 26. 4. 1 評議員 中 山 勝 27. 3.31

評議員 戸 所 仁 治 26. 4. 1 評議員 小此木 哲 雄 27. 3.31

評議員 横 山 昌 司 26. 4. 1
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（６）事業の実施状況

〔公益目的事業〕

ア 研修事業

（ア）建設技術者研修

研 修 名 研 修 内 容 参加人員

建設技術者研修 県、市町村職員及び建設業協会、測量設計業協
会等を対象とした研修（２０件） ７９９人

（イ）研修事業収入内訳

（単位：円）

研 修 名 金 額 摘 要

６，３９３，６００県土 整 備 部 職 員 研 修 （ 行 政 基 礎 ） 業 務 委 託

８，９３１，６００県土整備部職員研修（行政マネジメント）業務委託

３６６，７６８行 政 基 礎 研 修 受 入 業 務 委 託

建 設 マ ネ ジ メ ン ト 関 連 研 修

１，９９８，０００１ 級 土 木 施 工 管 理 技 士 受 験 対 策 講 座

１ 級 土 木 施 工 管 理 技 術 検 定

６４，８００（ 実 地 ） 受 験 対 策 講 座

１，９４４，０００１ 級 土 木 施 工 管 理 技 士 実 地 試 験 対 策 講 座

Ｃ Ａ Ｄ （ 初 心 者 ） 研 修 ６３，０００

ＣＡ Ｄ （経 験 者） 研修 ２８，０００

３５７，５００小 型 移 動 式 ク レ ー ン 運 転 技 能 講 習

橋 梁 設 計 研 修 ７２，０００

景 観 計 画 設 計 研 修 ６０，０００

Ｐ Ｉ 基 礎 研 修 ２４，０００

Ｐ Ｉ 応 用 研 修 １２，０００

河 川 計 画 設 計 研 修 ６０，０００

ﾎ ﾞ ｯ ｸ ｽ ｶ ﾙ ﾊ ﾞ ｰ ﾄ設 計研修 ７７，０００

合 計 ２０，４５２，２６８
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イ ＣＡＬＳ管理業務

コスト縮減や事業執行の効率化・行政サービスの向上を目指し、県及び市町村等の発注者支援

に関わるＣＡＬＳ関連業務を次のとおり行いました。

（ア）設計積算システム貸与業務

（単位：円）

市 町 村 等 名 数 量 金 額 市 町 村 等 名 数 量 金 額

前 橋 市 １ 4,024,080 長 野 原 町 １ 285,120

高 崎 市 １ 4,244,400 嬬 恋 村 １ 395,280

桐 生 市 １ 1,604,880 草 津 町 １ 285,120

伊 勢 崎 市 １ 2,484,000 高 山 村 １ 217,080

太 田 市 １ 2,595,240 東 吾 妻 町 １ 395,280

沼 田 市 １ 834,840 片 品 村 １ 217,080

館 林 市 １ 1,055,160 川 場 村 １ 217,080

渋 川 市 １ 1,164,240 昭 和 村 １ 285,120

藤 岡 市 １ 945,000 み な か み 町 １ 504,360

富 岡 市 １ 834,840 玉 村 町 １ 615,600

安 中 市 １ 945,000 板 倉 町 １ 395,280

み ど り 市 １ 834,840 明 和 町 １ 395,280

榛 東 村 １ 395,280 千 代 田 町 １ 395,280

吉 岡 町 １ 395,280 大 泉 町 １ 724,680

上 野 村 １ 217,080 邑 楽 町 １ 504,360

神 流 町 １ 217,080 群馬県企業局 １ 1,235,520

下 仁 田 町 １ 285,120 １ 246,240群 馬 県 住 宅 供 給 公 社

南 牧 村 １ 217,080

甘 楽 町 １ 395,280

中 之 条 町 １ 395,280 計 ３７ 31,397,760

（イ）数量計算システム貸与業務

貸 与 件 数 数 量

３６件 ３６セット

（ウ）用地調査データ入力システム貸与業務

貸 与 件 数 数 量

１８件 １８セット
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ウ 材料試験業務

平成２６年度において、国、県、市町村、公社公団及び民間企業が発注した工事に関して次のと

おり試験依頼があり、工事用材料の品質確保のための試験を行いました。

（単位：円）

発注者区分 依 頼 件 数 金 額 摘 要

国 ３４ ２２４，３３０

県 １，０７６ ８，１１８，０９０

市 町 村 ９５２ ６，９１７，６１０

公 社 公 団 ２４ ２０９，４３０

民 間 企 業 ２，１７４ ３３，９４４，４４０

小 計 ４，２６０ ４９，４１３，９００

副 本 交 付 ５１ ２１，８７０

試験機証明書 １ ４２０

計 ４，３１２ ４９，４３６，１９０

エ 積算・施工管理事業

県及び市町村等における公共事業の執行を補完・支援するため、設計積算業務、施工管理業

務及び検査業務等を次のとおり受託しました。

（ア） 県設計積算業務受託事業 （土木）

（単位：円）

委 託 者 業 務 名 受託件数 金 額 摘 要

１ １０９，５１２，０００県土整備部建設企画課 県積算等業務委託 その１

１ ２２，３７７，６００県土整備部建設企画課 県積算等業務委託 その２

１ ５１８，４００安中土木事務所 設計積算業務

合 計 ３箇所 １３２，４０８，０００
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（イ）市町村等設計積算業務受託事業（土木）

（単位：円）

市 町 村 等 名 業 務 名 金 額 摘 要

渋 川 市 ６９７，６８０特環 渋川マンホールポンプ設備工事（有馬工

区）

安 中 市 ８５２，１２０社会資本整備総合交付金事業

安 中 市 ６２４，２４０社会資本整備総合交付金事業

安 中 市 ８５２，１２０社会資本整備総合交付金事業

下 仁 田 町 １，２５８，２００道路改良

甘 楽 町 ９６６，６００社会資本整備総合交付金事業

昭 和 村 ６５１，２４０社会資本総合整備（防災・安全交付金）

玉 村 町 １，１１９，９６０社会資本整備総合交付金

玉 村 町 ８５２，１２０公共下水道

上 野 村 １，０１５，２００道路防災事業

上 野 村 ２５３，８００社会資本総合整備（防災・安全）

榛 東 村 ９１９，０８０相馬原演習場等周辺道路改修等事業

合 計 １２箇所 １０，０６２，３６０

（ウ）市町村等施工管理業務受託事業（土木）

（単位：円）

市 町 村 等 名 業 務 名 金 額 摘 要

渋 川 市 ２，４１３，９５０伊香保温泉再生事業

桐 生 市 ６，９５８，４４０特環 新里汚水管渠築造工事（面整備事業）

榛 東 村 １，３１７，６００公共下水道事業２６－１工区

榛 東 村 １，６２２，１６０公共下水道事業２６－８工区

榛 東 村 １，３１７，６００公共下水道事業２６－９工区

榛 東 村 １，３１７，６００公共下水道事業２６－１０工区

榛 東 村 １，３１７，６００公共下水道事業２６－１３工区

榛 東 村 １，４５２，６００榛東村防災広場整備事業

片 品 村 ３，２５７，１００橋梁架替工事

川 場 村 １，８９４，３２０社会資本総合整備（防災・安全）
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（単位：円）

市 町 村 等 名 業 務 名 金 額 摘 要

川 場 村 １，７０９，６４０汚水施設設備交付金事業２６－１－Ａ工区

川 場 村 １，０６５，９６０汚水施設設備交付金事業２６－２－Ｃ工区

川 場 村 １，０６５，９６０村単独公共下水道事業２６－Ｂ工区

川 場 村 １，９４４，０００社会資本整備交付金事業

川 場 村 ２，５０２，３６０社会資本整備交付金事業

川 場 村 ２，２２１，５６０村単独工事隧道補強工事

川 場 村 １，８０２，８５０補助公共

千 代 田 町 ２，６４２，７６０公共下水道

み な か み 町 ３，７８０，０００社会資本整備総合交付金事業

み な か み 町 １，８０３，６００社会資本整備総合交付金事業

下 仁 田 町 ２，１０７，０８０道路災害復旧事業

合 計 ２１箇所 ４５，５１４，７４０

（エ）市町村等施工管理（検査）業務受託事業（建築）

（単位：円）

市 町 村 等 名 業 務 名 金 額 摘 要

玉 村 町 ９７，２００保育所建設工事

合 計 １箇所 ９７，２００

オ 建設調査業務

県及び市町村等における公共事業の執行を補完・支援するため、資材費特別調査業務、道路

施設点検業務を次のとおり受託しました。

（ア）資材費特別調査業務

（単位：円）

依 頼 件 数 金 額 摘 要

高崎市他７市町村１０ ４３０，３８０
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（イ） 道路施設点検等業務

（単位：円）

市 町 村 等 名 業 務 名 金 額 摘要

前 橋 市 １５，１３０，８００防災・安全交付記に事業道路ストック総点検業務（道管第１号）

高 崎 市 ４，０８２，４００道路ｽﾄｯｸ総点検（道路附属物）業務

太 田 市 ３４，９９２，０００防災・安全交付金事業道路ｽﾄｯｸ総点検業務

太 田 市 １０，５３０，０００道路橋定期点検業務

館 林 市 １３，２８４，０００道路ストック総点検（道路附属物点検）業務

富 岡 市 ８，３０５，２００社会資本整備総合交付金事業防災・安全交付金道路ストック総点検

業務

安 中 市 ６，８４７，２００道路ストック総点検業務

上 野 村 ２，２４６，４００道路ストック総点検（舗装）業務

上 野 村 １８３，６００道路トンネル定期点検委託設計書作成業務

上 野 村 ３，５４２，４００平成２５年度道路ストック総点検

南 牧 村 １６，２３２，４００社会資本総合整備事業道路施設定期点検・道路ストック総点検業務

甘 楽 町 ２，７９７，２００防災・安全交付金道路ストック総点検業務

長 野 原 町 ８，４８８，８００町道林線外防災・安全交付金道路ストック総点検・橋梁定期点検業

務

草 津 町 ２，１１６，８００社会資本整備総合交付金事業道路ストック総点検業務

東 吾 妻 町 １２，７１１，６００町道新井・横谷・松谷線外道路施設定期点検・道路ストック総点検

業務

片 品 村 ９，９４６，８００道路ストック総点検業務

川 場 村 ２６１，３６０業務委託設計書積算

明 和 町 ９６０，１２０建設相談事業

千 代 田 町 ５，４２１，６００防災安全交付金橋梁定期点検業務

大 泉 町 ４，７７３，６００道路ストック総点検業務

合 計 １７市町村 １６２，８５４，２８０
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カ 図書販売業務

県及び市町村等における公共事業の円滑な執行を補完するため、施工業務で必要となる図書の

販売を行いました。

（単位：円）

図 書 名 部数 金 額 適 用

155 ３８７，５００平成２３年版建設工事必携

合 計 155 ３８７，５００

キ 特別企画研修

広く県民のみなさんに防災意識を向上してもらうとともに、建設関係者の技術力の向上を目的と

して講演会・研修を主催・共催しました。

講演会・研修名 内 容 参加人員

道路施設点検技術講習会 市町村の道路施設点検業務にあたり、技術力の

向上と一定の技術水準の確保のため、群馬県メン ２１５人

テナンス協議会と共同して開催した。（７／２８

開催）

高校生への育成支援 県の取り組みの一貫として県内の生徒を対象と

（技術資格取得支援） した技術資格取得支援のために開催した。 １５６人

（７月～１０月６校開催）

一級土木施工管理技士受験 技術者を支援すると共に資格保持者の増加を図

対策 るための受験対策講座を開催した。（４月～） ７４人
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〔収益事業等〕

ア 建築防災事業

住宅瑕疵担保履行法の責任保険の受付及び現場検査を行う住宅保証機構等受託業務、指定確認検

査機関としての建築確認検査業務、住宅金融支援機構の融資住宅に係る適合証明業務等を次のとお

り行いました。

(単位：円)

業 務 名 区 分 件 数 金 額

住 事業者届出 ２９ １，８１４，４００

宅

瑕 保険取次等 ２，８３６ ４，１８０，５５１

疵

担 損害調査等 (管理引継 ２２ ２，３１０

保 指導等)

責

任 地盤保証 １６１ ６９４，０８０

保

険 完成保証 ４３ ２１４，２３６

住宅保証機構等受託業務 現場検査委託料 ９７０ １２，９３５，８３０

監査 １ ５０，４８０

損害調査 ２０ ６１１，７００

既存住宅保証制度 ２５ １２９，１６０

リフォーム保証制度 ４１ ２２０，１９０

同等検査 ６ ７３，２１０

住宅あんしん ８２ ９５４，８９０

ハウスプラス ８ ７０，２００

住まい給付金 ５６ ２０７，２８０

計 ４，３００ ２２，１５８，５１７

確 認 申 請 手 数 料 １，１７６ ２４，０４２，０００

中 間 検 査 手 数 料 １４７ ２，８８５，０００

建 築 確 認 検 査 業 務

完 了 検 査 手 数 料 １，０２９ ２４，０７１，０００

計 ２，３５２ ５０，９９８，０００
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(単位：円)

業 務 名 区 分 件 数 金 額

設 計 検 査 手 数 料 ４８８ ８，４１２，３００

中 間 検 査 手 数 料 ３９１ ４，４２９，６００

適 合 証 明 業 務

竣 工 検 査 手 数 料 ４６１ ５，６０８，８００

計 １，３４０ １８，４５０．７００

設 計 評 価 手 数 料 ０ ０

建 設 評 価 手 数 料 ０ ０

登録住宅性能評価機関業務 長 期 優 良 住 宅 審 査 手 数 料 ２１ ９８２，８００

低 炭 素 住 宅 審 査 手 数 料 １ ３２，４００

計 ２２ １，０１５，２００

仕 様 書 販 売 業 務 販 売 手 数 料 ４４６ ４４，４１８

計 ４４６ ４４，４１８

住 宅エコ ポ イント業務 証 明 申 請 手 数 料 １２ ２５９，２００

ポ イ ン ト 発 行 事 務 委 託 料 ０ ０

計 １２ ２５９，２００

再 交 付 ・ 証 明 手 数 料 ８ １８，０００

証 明 業 務

計 ８ １８，０００

証 明 申 請 手 数 料 １４ ３０２，４００

現金取得者向新築住宅証明

計 １４ ３０２，４００

合 計 ８，４９４ ９３，２４６，４３５


